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7.4 感染対策担当者は、職員が病院内のマニュアルを遵守していることを定期的に調査

して確認する。19（ⅢA） 

7.5 感染対策担当者は、耐性菌の分離率を減尐させるため、抗菌薬の適正使用をマニュ

アル化し、職員に周知する。35, 36, 37（ⅠA） 

7.6 感染対策担当者は、特定抗菌薬（広域スペクトラムを有する抗菌薬、抗 MRSA 薬な

ど）の使用に際しては許可制もしくは届出制をとり、抗菌薬の適正使用を監視する。19, 

38, 39, 40, 41, 42, 43, 44, 45（ⅢA） 

8 改善への介入（インターベンション） 

8.1 感染対策担当者はサーベイランスデータなどから院内感染の増加が疑われ、あるい

は確認された場合には、疫学的手法を用いて要因分析を行う。46, 47, 48, 49, 50, 51, 52

（ⅡA） 

8.2 感染対策担当者は院内感染の増加が確認された場合には、要因分析から得られた

データを基に改善策を講じる。（ⅣA） 

8.3 感染対策担当者はサーベイランスデータ、巡回による所見、要因分析の結果などの

情報を迅速に関係部署に知らせ、情報を共有する。（ⅢA） 

 

9 職員健康管理 

9.1 施設管理者は、定期的に行われる職員の健康診断を実施する。19（ⅣA） 

9.2 施設管理者は血液や体液に暴露する可能性のある職員には、B型肝炎ワクチンを接

種する。19, 53（ⅡA） 

9.3 施設管理者は風疹、流行性耳下腺炎、麻疹、水痘に対する抗体陰性の職員にそれ

ぞれのワクチン接種、および毎年インフルエンザワクチンの接種を実施する方が良い。

54（ⅢB） 

9.4 施設管理者は、結核を疑われる職員を他者への感染の可能性がある期間は休業さ

せる。（ⅣＡ） 

9.5 施設管理者は、急性胃腸炎（ノロ、ロタウイルス感染症を含む）、流行性角結膜炎など

の伝染性疾患に職員が罹患した場合、二次感染の可能性がなくなるまで休業を含め

て病原微生物に応じた対策を実施する。（ⅢＡ） 
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